
予算要求資料
令和２年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費
	事業名　新　災害廃棄物処理計画改定事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

環境生活部　廃棄物対策課　一般廃棄物係　電話番号：058-272-1111（内2718）

　　　　　　　E-mail：c11225@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　11,980千円（前年度予算額：　　　0千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	11,980
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,980

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）

○　平成２７年度に岐阜県災害廃棄物処理計画を策定し、各市町村には、県処理計画と整合を図り策定するよう要請してきた。平成30年7月豪雨災害において、関市及び下呂市は県の要請に基づき策定した処理計画に基づいて対応し、災害廃棄物を比較的迅速に処理することができた。このように、発災直後から必要となる仮置場の設営・管理、住民への周知などの対応や、県内市町村等との連携体制を構築するための連絡調整など、災害廃棄物処理計画の策定が非常に重要であることが再認識された。
○　平成３１年２月に県防災課により内陸直下地震に係る震度分布解析・被害想定調査結果（以下、「新たな被害想定」という。）が示されたほか、令和元年5月に環境省による災害廃棄物対策指針（資料編）の見直しが行われるなど、新たな知見が示されているため、県災害廃棄物処理計画を改定する必要がある。
○　平成３０年７月豪雨や熊本地震、東日本大震災のように、近年の大規模災害では被災市町村が災害廃棄物を処理することが困難となり、地方自治法に基づく事務委託により都道府県が処理を代行する場合が増加しているが、事務委託を受けた県が行う災害廃棄物処理について、現在の県計画等に具体的な記載がない。
（２）事業内容
　○災害廃棄物処理計画の改定（案）等の作成
①内陸直下地震による新たな県内の被害想定への対応
新たな被害想定に基づき、県内の災害廃棄物の発生量を見直す。
②災害廃棄物対策指針（資料編）の見直しへの対応
改定された災害廃棄物対策指針（資料編）の新たなデータや最新の知見を反映させた計画へ改定を行う。
③市町村からの事務委託により県が処理を代行する場合への対応
　　　　近年の大規模災害では被災市町村が災害廃棄物を処理することが困難となり、地方自治法に基づく事務委託により都道府県が処理を代行する場合が増加していることから、実際に県が事務委託を受けた際に迅速かつ適切に事務処理ができるよう県計画等に具体的な内容を盛り込む。
（３）県負担・補助率の考え方

県の災害廃棄物処理計画改定のための経費であり、全額県費(10/10)で実施する。
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	 11,980
	災害廃棄物処理計画改定委託費

	合計
	 11,980
	


	　決定額の考え方　

　新たな被害想定に基づく見直し等については、職員による対応が可能なこと、加えて、市町村からの事務委託を想定した改定については国の動向を注視することとし、計上を見送ります。


４　参考事項
（１）県災害廃棄物処理計画の各種計画での位置づけ

・岐阜県地域防災計画（一般対策編）第３章第３０節（清掃活動）、同計画（地震対策編）第３章第２７節（清掃活動）
・「清流の国ぎふ」創生総合戦略　３ 地域にあふれる魅力と活力づくり
（１）地域の魅力の創造・伝承・発信
② 美しく豊かな環境の保全・継承
・第３次岐阜県廃棄物処理計画（計画期間：令和3～令和12年度）
（２）国・他県の状況
・令和元年5月に環境省による災害廃棄物対策指針（資料編）の見直しが行われた。
（３）後年度の財政負担

改定は単年度。以後、市町村等との調整が必要。

（４）事業主体及びその妥当性

　基本的に災害廃棄物は一般廃棄物となるため、市町村が災害廃棄物の処理主体となり、県は被災市町村が処理を実施する場合の広域的な協力体制の確保、連絡調整など、広域的な総合調整等の役割を担っている。
しかし、被災市町村が災害廃棄物を処理することが困難となり、地方自治法に基づく事務委託により都道府県が処理を代行する場合がある。
　

事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	最新の被害想定、知見を踏まえた災害廃棄物処理計画とするため、委託事業により令和2年度に改定（案）を作成し、令和3年度末までに市町村等関係機関との調整を図り計画の改定を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	　　
（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	％


	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	　事業の性質上、数値目標の設定はなじまないため



（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	・大規模地震災害発生後、速やかに復旧・復興に着手するためには、大量に発生する災害廃棄物の迅速な処理を進める必要がある。
・上記の目的を達成するためには、迅速・適正な処理を進めるための計画を平素から定め、処理体制を整える必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	　本県で想定される大規模地震災害等に備え、より実効性の高い計画を策定するため、定期的に精査する必要がある。


（次年度の方向性）
	「岐阜県廃棄物処理計画」の策定後においても、計画の実効性を高めるため、継続的に計画の内容を点検し、必要の都度、見直しを行う。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）

	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


